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Ⅴ 改革の取組概要                 

１ 開かれた議会運営の実現 

住民の代表機関である議会の活動が、住民にわかりやすく、また、住民が参加しやす

い、開かれた議会運営の取組 
 

(1) 住民にわかりやすい議会運営の推進    

①広聴広報会議の設置 

三重県議会基本条例第19条第２項の規定に基づき設置されている広聴広報会議（平成18

年12月設置）では、県議会における効果的な広聴広報の取組について協議・調整しています。 

○組織：11人以内で構成  ○任期：１年  ○座長：副議長 

○所掌事務：議会広聴広報計画、議会広報紙、電波広報、新聞広報、インターネットを活

用した広聴広報、議会に関する県民の意見及び提案、その他 
 

② 会議の公開、中継等の状況 
   

公開 TV中継 
ネット中継 
（生・録画） 

会議録公開 備考 

本会議 ○ ○※１ ○ ○  

行政部門別常任委員会 ○  ○ ○ 県内外調査概要を公開 

予算決算常任委員会 ○ ○※１ ○ ○ 県外調査概要を公開 

議会運営委員会 ○  ○※２ ○（概要） 県外調査概要を公開 

特別委員会 ○  ○ ○ 県内外調査概要を公開 

代表者会議 ○   ○（概要）  

全員協議会 ○  ○ ○（概要）  

議案聴取会 ○     

委員長会議 ○   ○（概要）  

広聴広報会議 ○   ○（概要）  

各派世話人会 ○   ○（概要）  

災害対策会議 ○   ○（概要）  

１  県議会の会議は、議会基本条例第20条により原則として公開 
※１ TV中継は、本会議の代表(S56.１～)・一般質問(H13.６～)、予算決算常任委員会の総括質疑（一般・特

別会計決算、当初予算）(H16.12～)を対象  R５年度予算：55,092千円 
２  インターネット中継(H16.6～) http://www.pref.mie.lg.jp/GIKAI/  

R５年度予算：4,950千円（初期投資約300万円） 
※２ 議会運営委員会のネット中継は、上程日提出予定議案について協議を行う会議のみ実施 
３   会議録は、ホームページに掲載して公開 
４  文書の公開：平成９年10月１日から三重県情報公開条例の実施機関として、平成９年４月以降に作

成された公文書を対象に情報公開を実施 
 
③ みえ県議会だより 

 平成 26 年度にはテレビのデータ放送による「みえ県議会だより」の配信を開始する

とともに、紙媒体による「みえ県議会だより」については自治会等を通じた各戸配布を

廃止し、公共施設やショッピングセンター等への配置を始めました。その後、より効果

的な情報発信の方法について改めて検討を行い、平成28年度から平成30年度までデー

タ放送について執行部の新データ放送の中で県議会日程などを放送しました。また、平

http://www.pref.mie.lg.jp/GIKAI/
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成 28年には、紙媒体による「みえ県議会だより」をＡ４判からタブロイド判に変更し、

新聞折込を始めるとともに、施設配置に加え、スマホ版「みえ県議会だより」の配信も

始めました。 

 年７回発行（４月、５月、７月、８月、10月、12月、２月に発行）、R５年度予算：30,756千円 
 

④ テレビ広報 

代表・一般質問の生中継、予算決算常任委員会総括質疑の生中継のほか、議会ハイライト

（５、12、３月）を放映しています。（H13～）  

R５年度予算：6,855千円 

 

⑤ 広報みえ 

 新聞広告「広報みえ」（年１回）…６紙５段  

R５年度予算：3,158千円 

 

⑥ みえ県議会新聞 

 みえ県議会新聞（年２回発行）・・・４頁別冊（S59年～） 

R５年度予算：11,000千円 

 

⑦ 三重県議会ホームページの運用・管理  

県民に分かりやすく、県民が参加しやすい開かれた議会運営を実現するため、ホームペー

ジを開設し、議会活動を広く県民に情報発信しています。 

  【主な掲載内容】 

○本会議・委員会等のインターネット生中継、録画配信 

○本会議・委員会等の会議録、会議資料 

○議案等に対する議員の賛否状況 

○会議日程 

○議会改革の取組  など 

https://www.pref.mie.lg.jp/KENGIKAI/   （R４年度：議会トップページアクセス数 36,091） 

 

⑧「みえ県議会出前講座」の実施 

  三重県議会をはじめとした地方自治に対する親近感の醸成と将来の住民自治を担う県

民としての意識の涵養に寄与することを目的として、学校からの申込みを受けて、児童、

生徒、学生に対して、三重県議会の仕組みや議会改革の取組について、広聴広報会議委

員２人が出向いて分かりやすく説明し、質疑応答を行う「みえ県議会出前講座」を平成

19年９月から実施しています。また、平成30年11月に実施要領を、主権者教育、キャリ

ア教育の視点等も盛り込んで改正しています。  

年度 24 25 26 27 28 29 30 R１ R２ R3 R4 

件数 ７ ４ ６ ８ ８ 16 ８ ７ ０ １ ２ 

人数 330 191 430 361 453 1,136 968 491 ０ 23 44 

 ※令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、８月末まで講座は休止とし、

９月以降は、積極的に募集は行わないものの、学校から依頼があれば適切に対応する

こととしました。結果、令和２年度は未実施となりました。 
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⑨ 議長定例記者会見の実施 

  議長から、生の声で分かりやすく議会に係る情報発信を行うことにより、議会活動へ

の関心が高まるよう、平成19年６月から議長定例記者会見を月に１回実施し、インターネ

ットによる生中継と録画配信、会見録の公表を行っています。また、平成29年２月から手

話通訳を導入しています。 
 

⑩ 編集アドバイザーによる勉強会の開催 

県議会だよりや議会ホームページ、県議会新聞などが、県民により分かりやすいもの

となるよう、必要に応じて、外部から広報に関する専門家（編集アドバイザー）を招き、

勉強会を開催しています。 

＜活用実績 H21：１件、H24：１件、H25：１件＞ 
 

⑪ 委員会資料等の議会ホームページ掲載 

平成21年12月から常任委員会及び特別委員会で配付する資料について、当日の会議開

始の概ね30分前に議会ホームページで公開しています。 

現在、全員協議会で配布する資料も同様に取り扱っています。 
 

⑫ 議案等に対する賛否状況の公表 

  議員の議案等に対する賛否状況は、有権者が議員の行動を知るうえで重要な情報であ

り、その情報公開を求める声が高まっていること、議決結果について県民に説明する責

務があることなどから、平成 20 年５月 16 日以降の採決について議案等に対する議員別

の賛否等の状況を議会ホームページで公表しています。 
https://www.pref.mie.lg.jp/KENGIKAI/07976009017.htm 

 

⑬ 正副議長の選出 

正副議長の選出経過を県民に明らかにするため、平成12年５月から正副議長の選出に

先立ち、立候補者に議場外で所信表明の機会を付与することとし、所信表明会を公開で

開催した後、翌日の本会議において、投票による正副議長選挙を行うこととしています。 
 

⑭ 「あなたが選ぶ！三重県議会の活動ベスト１０」の選定・公表 

平成19年から、県議会の取組を広く発信し、県民の県議会への関心を高めるため、年

間の県議会の活動ベスト10を公表しています。平成23年からは、県民参加の手法を取り

入れており、県民や議員による投票結果を参考に選定しています。 
 

⑮ 三重県議会Facebook ページの運用・管理 

平成31年３月から、開かれた県議会の推進に資するため、三重県議会Facebookペー

ジを開設し、SNS の特性を活かして，三重県議会に関する情報等を県内外に向けて広く

迅速に発信しています。 

R４年度投稿数：117     https://www.facebook.com/miepref.gikai 

  

【主な掲載内容】 

○三重県議会の日程（変更）のお知らせ 

○三重県議会主催事業のご案内、催し物のご紹介 

○議会広報物発行のご案内 

https://www.facebook.com/miepref.
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○議会中継や三重県議会提供番組のご案内 

○議長、副議長の動きのご紹介  など 
 

⑯ その他 

ア 冊子、パンフレット等の作成 …児童向け、議会概要、議会改革など 

イ いってみよう県議会チラシ（A３判）…２か月分の議会会議予定を公的施設等に掲示 

ウ 分かりやすい「議会運営用語解説」の作成、配付（平成17年２月） 

エ 「わたしたちの県議会」ＤＶＤの制作、放映等（平成19年２月） 

 

(2) 住民が参加しやすい議会運営の推進 

①  政策提案制度の導入 

議会の政策立案機能の充実に資するため、平成12年３月１日から、県民から直接議会に

政策提言ができる「政策提案制度」を設けています。（現状、問題点、改善策、見込まれる

効果及び提案者名等を記載） 提案は広聴広報会議を経て、会派単位で議員に周知されます。 
 

年度 16 17 18 19 20 21 22 

件数 １ ３ ２ １ １ １ ２ 

＜例＞ H22：「口蹄疫対策」、「地域交通対策」 H23以降：実績なし 

 

② 「みえ県議会だより」を活用した意見募集 

各特別委員会の所管事項について県民から意見を募集するため、みえ県議会だよりに

意見募集ハガキを刷り込んでいます。※制度見直しにより平成23年度以降は未実施 
                     

年度 17 18 19 20 21 22 

応募件数 83 122 152 161 118 95 

＜テーマ例＞ H22年度：「地域主権」、「新エネルギー」 

 

③ 公聴会の開催 

県民の利害に関わる重要な案件の審査・調査に当たり、県民の意見を聞くため、委

員会で必要に応じ公聴会を開催しています。 

○平成20年10月22日「『美
うま

し国おこし・三重』三重県基本計画の策定について」 
（政策総務常任委員会）公述人２人  ＊三重県議会としては52年ぶりに実施 

○平成21年４月22日「県立病院改革に関する考え方（基本方針）（案）について」 

（健康福祉病院常任委員会）公述人５人 
 

④ 参考人の招致 

県政の重要な案件の審査・調査に当たり、専門的知識を有する者や利害関係者から

の意見を聞くため、必要に応じ参考人を招致しています。 

また、請願者についても、必要に応じ参考人として招致し､意見聴取を行っています｡ 
  

年度 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R１ R２ R３ R４ 

人数 ４ 10 16 ３ ３ ６ ８ 13 ６ 15 15 ６ １ 

うち請願者 ０ １ ０ ０ ２ ４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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⑤ 県民との意見交換の場 

ア 女性議会                                  平成10年２月16日 

イ 中高生と県議会議員の語る会               平成10年11月21日 

ウ ふるさと三重を共に創る県政テレビトーク   平成12年４月26日 

 エ 議長の県民ふれあいトーク         平成15年８月～11月 

オ 県民ミーティング             平成17年12月～18年３月、計３回 

県民ミーティングでの県民意見等を「人口減少社会をどう切り拓くか」という提言書 

にまとめて議会へ提出するとともに、正副議長から知事に提言を行いました。 

カ みえ現場de県議会 

多様な県民の意見を県議会に取り入れる広聴機能を強化し、議会での議論に生かして

いくため、県政の重要課題等をテーマに設定して県民の皆さんから直接意見を聞く「み

え現場de県議会」（平成22年度は「みえ出前県議会」）を実施しています。 

平成 22 年度：「県議会への女性参画」、県民22人（公募）、議員８人 総参加者50人 

「NPOの資金確保」、NPO中間支援担当者11人､議員５人 総参加者30人 

平成23年度：「離島振興」住民63人、議員11人 

「女性の声を県政に」県民27人（公募）、議員11人 

平成24年度：「もうかる農業への女性参画」県民11人、議員13人  

「ものづくり産業振興」県民12人、議員12人 

  平成25年度：「子ども子育て支援」県民12人（うち公募７人）、議員14人 

「観光産業の振興」県民11人、議員13人 

  平成26年度：「森林づくりと森林を支える社会づくり」 

県民11人（うち公募３人）、議員13人 

  平成27年度：「若者の声を県政に」高校生等13人（うち公募７人）、議員13人 

「鳥獣害に強い地域づくり」県民10人（うち公募４人）、議員14人 

  平成28年度：「女性活躍の推進」県民６人（うち公募３人）、議員13人 

  平成29年度：「文化振興」県民６人（うち公募３人）、議員14人 

         「観光・交流の推進」県民７人（うち公募４人）、議員13人 

平成30年度：「ダイバーシティ社会の推進」県民６人（うち公募３人）、議員16人 

令和元年度 ：「水産業の振興」県民８人（うち公募３人）、議員８人 

「若者の県内定着の促進」県民10人（うち公募５人）、議員９人 

       ※令和元年度第２回「みえ現場de県議会」は、初めてテーマ等の公募 

を行いました。 

令和２年度 ：「新型コロナウイルスが及ぼす県内経済への影響について」 中止 

※新型コロナウイルス感染拡大により中止しました。 

令和３年度 ：「コロナ禍からの復興に向けて」県民４人、首都圏で生活する三重県出

身者２人（オンライン参加）、議員１３人 

令和４年度 ：「人口減少対策～移住による地域おこし～」県民６人、議員１０人 

 

 キ みえ高校生県議会 

   高校生に議会活動を体験してもらうことで議会に対する関心を高めてもらうととも

に、高校生の意見を直接聞くことで議会での議論に反映していくため、「みえ高校生

県議会」を開催しました。当日は、生徒が議員役となって本会議場で質問を行い、答

弁は常任・特別委員会の委員長が行いました。 

 

第１回：平成26年８月20日 

       ＜参加者＞  

高校生26名（８校）、議員16名（正副議長、広聴広報会議委員、常任・
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特別委員会委員長）、知事、教育長 

   第２回：平成28年８月19日 

       ＜参加者＞  

高校生52名（16校）、議員19名（正副議長、広聴広報会議委員、常任・

特別委員会委員長）、知事、教育長 

   第３回：平成30年８月21日 

       ＜参加者＞  

高校生40名（11校）、議員14名（正副議長、広聴広報会議委員、常任

委員会委員長）、知事、教育長（代理）、環境生活部長 

第４回：令和２年８月17日 中止 

 ※新型コロナウイルス感染拡大により中止しました。 

   第４回：令和４年８月22日 

       ＜参加者＞  

高校生 28名（当日２名欠席）（８校）、議員15名（正副議長、広聴広

報会議委員、常任委員会委員長）知事、教育長、環境生活部長 

 

⑥ 傍聴者への配慮 

ア 傍聴規則の見直し 

平成15年２月に傍聴人の禁止制限規定などを大幅に見直し、必要最小限なものに整

理する改正を行いました。 

○規則の目的から「傍聴人の取締」の字句を削除 

○傍聴人受付簿の住所、氏名等の記入を廃止 

○傍聴席での写真、ビデオ撮影、録音等を解禁 

○児童、乳幼児の傍聴を解禁 

○傍聴席に入ることができない者、傍聴人の守るべき事項を整理し、分かりやすい規

定に改正 

＜本会議の傍聴者数＞ 

年度 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R１ R２ R３ R4 

人数 738 681 723 563 724 570 528 599 543 330 563 316 256 221 

イ 傍聴席での手話通訳 

   平成15年第１回定例会から、手話通訳により聴覚障がい者が会議を傍聴できる環境

づくりを行っています。 

○本会議質問日：原則として事前申込み 

（ただし、申込みの有無にかかわらず午前10時から11時までは手話通訳者２名が待機する） 

※代表質問については、平成30年10月実施分から手話通訳を常時導入し、傍聴席に

配置したモニターで視聴できるようにしました。 

○委員会：事前申込み  

ウ 赤外線補聴システムの設置 

平成22年第１回定例会から、本会議の傍聴席において、音声の聞こえにくい方にも質

疑・質問や答弁が聴き取りやすくなるよう、赤外線補聴システムを設置しました。（事

前申込みは不要。ただし先着10人まで） 

エ 議事堂のバリアフリー対策等 

平成15年度：正面玄関のスロープ化、誘導ブロック、音声ガイド装置の設置、多機
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能トイレへの改修等のバリアフリー対策を行いました。 

平成20年度：議事堂内での受動喫煙対策として、１階から５階にそれぞれ喫煙室を

設置し、分煙化を図りました。 

令和２年度：改正受動喫煙法対応のため、議事堂内での受動喫煙対策として、喫煙

室を３階、４階のみとし、分煙化を図りました。 

オ 傍聴者アンケート等への対応 

本会議の傍聴者を対象にアンケートを実施し、寄せられた意見を参考に必要な対応

を行っています。 

なお、平成24年４月からは原則として、全ての会議を対象にアンケートを行ってい

ます。 

○平成15年９月から、毎回、議事日程や本会議場配席表のほか、議案件名一覧表や発

言通告一覧表を配付するなど、傍聴者への配付資料を充実しました。 

○平成16年２月から、議案書、議案説明書、予算説明書、決算書などの書類を傍聴席

入口に備え置き、件名一覧から議案等の具体的内容が容易に閲覧できるように配慮

しました。 

○平成16年９月、傍聴席に、手すり・仕切り板を設置する安全対策を行いました。 

○平成 17 年２月、本会議で用いられる議会運営の用語から約 100 語を選び、独自の解

説を加えた用語解説集を作成し、傍聴者などの希望者に配付しています。 

○平成 20年第１回定例会から、傍聴者アンケート集計結果を議会ホームページで公表

しています。 https://www.pref.mie.lg.jp/KENGIKAI/08086011281.htm 

 

⑦ 県民意識調査の実施 

より県民に開かれた議会活動を進めていくため、三重県 IT 広聴事業（e-モニター制

度）を活用し、e-モニターに登録されている方を対象に、県議会の現状や議会改革の取

組等についてアンケートを実施しています。 

平成19年度：県議会活動への評価（議会活動１０大ニュースへの投票）、 

広報事業への意向など 

平成21年度：県議会活動への評価（議会活動１０大ニュースへの投票）、 

議会改革への評価など 

平成23年度：県議会活動への評価（議会活動１０大ニュースへの投票）、 

広聴広報事業への意向など 

平成24年度：県議会活動への評価（三重県議会１０大ニュースへの投票）など 

平成25年度：県議会活動への評価（三重県議会１０大ニュースへの投票）など 

平成26年度：県議会活動への評価（三重県議会１０大ニュースへの投票）など 

平成27年度：県議会活動への評価（三重県議会１０大ニュースへの投票）など 

平成28年度：県議会活動への評価（三重県議会１０大ニュースへの投票）など 

平成29年度：県議会活動への評価（三重県議会１０大ニュースへの投票）など 

平成30年度：県議会活動への評価（三重県議会の活動１０大ニュースへの投票）など 

令和元年度：県議会活動への評価（三重県議会の活動１０大ニュースへの投票）、 

広聴広報事業への評価など 
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令和２年度：県議会活動への評価（あなたが選ぶ！三重県議会の活動ベスト１０への投票）など  

令和３年度：県議会活動への評価（あなたが選ぶ！三重県議会の活動ベスト１０への投票）など 

令和４年度：県議会活動への評価（あなたが選ぶ！三重県議会の活動ベスト１０への投票）、

議会改革への評価など 
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２ 住民本位の政策決定と政策監視・評価の推進 

議会本来の機能といえる政策の決定、監視・評価に対する、住民の立場での真摯な

取組 
 

(1) 議決機関としての政策決定の推進 
 

① 執行機関との緊張感ある関係の構築 

審議会委員等への充て職辞退等 

執行機関からの要請により、各種計画づくりの審議会等に議員が委員として就任す

ることがありましたが、これを原則として辞退することとしたほか、充て職による県

出資法人等の役員就任の見直し、委員会県内調査への執行機関の随行の取り止めなど、

執行機関との間に一定の距離を置くような見直しを行ってきました。 

さらに、充て職については、平成15年度に行政改革調査特別委員会で調査を重ねた

結果、「社会福祉審議会」、「環境審議会」などの附属機関で議員の選任が法令や条

例等で規定されているもの、及び道路や鉄道、港湾などの建設促進期成同盟会など他

府県や市町村と足並みをそろえる必要があるものは引き続き就任することとし、それ

以外は全て充て職を辞退することを決定しました。これにより、議員の就任は44機関

から28機関に減少しました。 

 

② 議場を対面演壇方式に変更 

  知事をはじめとする執行機関との間に緊張感のある関係を築き、本会議を通じて政策

決定に係る議論を行うため、平成15年第１回定例会から都道府県議会では初めて議場の

型を「対面演壇方式」に改めました。この議場改修にあわせ、オーバーヘッドカメラ（ＯＨＣ）

や大型映像装置（大型スクリーン及び投影プロジェクター）を設置しました。 

 （経費約1,900万円） 

＜参照＞ https://www.pref.mie.lg.jp/common/content/000077818.pdf 

 

③ 質疑質問方式の多様化 

  平成15年第１回定例会から質疑質問方式について、従来の一括質問方式に加え、一問

一答方式を含む分割質問方式も議員が選択できることとしました。 

また、平成24年第２回定例会から文書質問制度を導入し、定例月会議の期間を除く期

間（文書質問期間）ごとに、正副議長を除く議員一人あたり１回、議長の承認を経て文

書質問ができることとしました。 

＜H24：１件、H26：２件、H27：１件、H28：３件、H29：２件、H30：２件、R1：２件 

R２：２件、R３：３件、Ｒ４：２件＞ 

 

 なお、平成24年第２回定例会から、執行部の答弁者は、答弁をより的確に行うことが

できるよう、議長の許可を得て、質問等を行う者に対して、答弁に必要な範囲内で質問

等の趣旨を確認することができることとしました。（実績なし） 
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④ 会期等の見直し 

ア 定例会年４回制から年２回制へ 

議会の機能を強化するため、会期等の見直しを行い、平成20年から定例会の招集回数

を年２回に改め、年間会期日数を増やして、議事運営等の弾力的かつ効率的な運用を図

ることとしました。（平成19年12月20日、議員発議による「三重県議会定例会の招集回

数に関する条例の一部を改正する条例案」を全会一致で可決）。 

また、会期見直し後の状況を検証するため、議会改革推進会議に「会期等の見直しに関

する検証検討プロジェクト会議」を設置し、平成22年４月21日の調査報告の結果を受け、引き

続き定例会年２回制を継続することとしました。 

＜見直し項目の主な内容＞ 

（ア）定例会の招集回数及び会期 

定例会の招集回数を年４回から年２回に改め、年間総会期日数を240日程度に増加。 

（イ）本会議の運営方法等 

従来、一般質問として行っていた質疑質問を「議案に関する質疑」と「県政に対す

る質問」とに分離して行う。 

出席を求める説明員の範囲について、審議内容に応じて縮小する。 

（ウ）委員会の運営方法等 

毎年５月の委員改選後に所管事項概要の調査を行う委員会を開催し、年間活動計画

の作成等を行うなど、計画的な運営を行う。 

常任委員会の開催日数を増やし（１委員会当たり２日間として部局別に審査・調査）、議員

間討議の時間設定や参考人の招致、公聴会の開催などにより、議案、請願、調査事項等

の内容に応じた的確な審査、調査を行う。 

（エ）本会議・委員会等の開催経費等 

従来、費用弁償の支給対象となっていた委員会協議会等及び議案精読等に係る登庁

については支給対象としない。（H20.９.１～ 約600万円/年の経費削減 ） 

＜目的と効果＞ 

○知事の招集手続きを経なくても、議長の判断で随時、本会議を開催できる。 

○審議期間を十分に確保できることから、議員間討議が充実し、参考人の招致や公聴会

の開催などが行える。 

※公聴会開催：H20年度 １回、H21年度 １回 

※参考人招致：H20年度 44人、 H21年度 27人、 H22年度 ４人、 H23年度 10人 

          H24年度 16人 

○知事の専決処分を極力避けることができる。 

※地方自治法第179条に基づく専決処分件数 

H20～22年度 なし H23年度 ４件（統一地方選挙時） H24年度 なし 

○会期が長くなることにより、議案を提案できる期間が長くなる。 

＜主な課題と対応方向＞ 

○会期日数の増加に伴う経費の増大(H20 年 約 700 万円）に対応するため、費用弁償の

支給対象を見直し。 
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○執行機関の事務的負担を軽減するため、議会への出席を求める説明員を制限。 

○議会事務の増大に対応するため、態勢や業務の見直しを図る。 

○議員活動に制約が生じないよう、議会活動等とのバランスを考慮する。 

 

イ 定例会年２回制から年１回制（通年議会）へ 

平成23年６月に会期等のさらなる見直しに関する検証及び検討を行うため、議会改革

推進会議に「会期等のさらなる見直しに関する検証検討プロジェクト会議」を設置し、

平成24年７月13日に検証検討結果を取りまとめ、執行部の行政活動を継続して監視する

ことで、議会の機能を強化するとともに、災害など不測の事態に対する危機管理態勢が

整えられ、県民サービスの向上につながることから、通年議会を導入することが適当で

あること等を報告しました。 

これを受けて、平成24年10月15日に定例会の招集回数を毎年１回に改正する条例案を

全会一致により可決し、平成25年１月１日から施行しています。 

＜見直し項目の主な内容＞ 

（ア）定例会の招集回数及び会期 

定例会の招集回数を年１回に改め、会期を１月から12月までとする。ただし、議員

任期満了による一般選挙の年においては、定例会の招集回数を年２回とし、会期を第

１回は１月から４月まで、第２回を５月から12月までとする。 

（イ）本会議の運営方法等 

本会議は、２月、６月、９月及び11月（「定例月」という。）に定例的に再開する。

ただし、緊急に議案等の審議が必要な場合は、その都度、本会議を再開する。 

知事から議案等を示して再開の請求があったときは、７日以内に本会議を再開する。 

（ウ）一事不再議の原則の取扱い 

会期中においては一事不再議の原則が適用されるが、客観的に事情の変更があった

と認められるときは、一事不再議の原則を適用しない旨、会議規則に規定する。事情

変更の有無については、議会運営委員会で事例ごとに協議し、判断を行う。 

＜目的と効果＞ 

○いつでも会議を開催して県政の課題について議論し、議案審議等も行い議決できる。 

※参考人招致 

Ｈ25年度 ３人、Ｈ26年度 ３人、Ｈ27年度 ６人、Ｈ28年度 ８人、Ｈ29年度 13人、 

Ｈ30年度 ６人、Ｒ元年度 15人、Ｒ２年度 15人、Ｒ３年度 ６人、 Ｒ４年度 １人 

※地方自治法第179条に基づく専決処分承認件数 

Ｈ25年度 ０件、Ｈ26年度 ０件、Ｈ27年度 １件、Ｈ28年度 ０件、Ｈ29年度 ０件、 

Ｈ30年度 ０件、Ｒ元年度 １件、Ｒ２年度 ０件、Ｒ３年度 ０件、Ｒ４年度 ０件 

＜主な課題と対応方向＞ 

〇会期の有無に関係なく、年間を通じて議会活動をどうしていくのかという視点から、

議会の政策サイクルを意識した議会スケジュールを検討する必要がある。 
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しました。そのため、次期改選後議会への提言については、「引き続き議会活動計画を策

定し、計画的な議会活動の実施・評価を行っていくとともに、今回課題とされたことへの

対応についても検討していく」こととしています。 

 

⑦ 「三重県議会 議会活動計画」（第２期）の策定 

 「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」を踏まえ、令和元年６

月から、議会改革推進会議で新しい「議会活動計画」の検討を行い、三重県議会基本条例

に掲げる４つの基本方針に沿って効果的かつ効率的に議会活動を行うため、現議員任期期

間である４年間で特に注力して実施すべき取り組みを示すとともに、その評価の仕組みに

ついてまとめた新しい「議会活動計画」を令和元年９月に策定しました。 

○計画期間：令和元年５月～令和５年４月 

○取組内容：（１）開かれた議会運営の実現 

           広聴広報会議、議長定例記者会見、参考人制度の活用等 

       （２）住民本位の政策決定と政策監視・評価の推進 

           委員会審議の活性化、当初予算に係る調査・審査、総合計画に係

る調査・審査等 

（３）独自の政策立案と政策提言の強化 

           政策に係る議員提出条例の制定及び検証、議員勉強会の開催等 

（４）分権時代を切り開く交流・連携の推進 

           全国都道府県議会議長会、紀伊半島３県議会交流会議等 

○第２期の「議会活動計画」の特徴： 

・行政部門別常任員会及び、予算決算常任委員会では、これまでの年次

末の活動評価に加え、新たに「上半期の振り返り」を実施する。 

・年次末の活動評価は、行政部門別常任委員会や予算決算常任委員会だ

けでなく、新たに特別委員会や広聴広報会議でも実施する。  

・令和４年には、県民意識調査を実施し議会活動に対する県民の満足度

や意見を把握するとともに、複数の外部有識者から評価とアドバイス

を受け、４年間を通した議会活動の評価と次期改選後への提言を決定

する。 

 

⑧「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」の策定 

令和５年４月に「三重県議会 議会活動計画」（第２期）の計画期間が終了することから、

「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」を策定しました（令和５年３

月16日）。 

この中で、「オンラインを活用した取組は、議会のさらなる活性化につながることから次期

に引き継ぐ」ことや「若年層を中心に県民が議会に関心を持ってもらえる情報発信を行う」こ

と等を提言しました。 

  

⑨ 議決事件の追加（地方自治法第96条第２項） 

ア「三重県行政に係る基本的な計画について議会が議決すべきことを定める条例」（平成

13年３月22日成立、平成22年３月23日一部改正）により、県総合計画の戦略計画などの



- 53 - 

 

計画を議決対象としました。 

＜議決すべき計画＞ 

○県行政全般に係る政策目的を達成するための施策等を総合的かつ体系的に示した中

長期的な計画 

○県行政における基本的な政策目的を達成するための施策等を総合的かつ体系的に示

した中長期的な計画であって県行政において特に重要なものと認められるもの 

イ ア以外に議決事件に追加した事項 

（ア）①法人に対する県の出資の割合が４分の１以上になる場合の出資又は出えん、②

４分の１出資法人に対する出資、出えんにより県の出資の割合が２分の１以上にな

る場合の出資又は出えん、③７千万円以上の出資、出えん又は信託（地方自治法第

235 条の４第１項の規定による歳計現金の保管及び同法第 241 条の第２項の規定に

よる基金の運用の場合を除く。）（県の出資法人への関わり方の基本的事項を定め

る条例） 

（イ）三重のもりづくりについての基本的な計画の策定又は変更（三重の森林づくり条例） 

（ウ）自然環境の保全を図るための基本方針の策定又は変更（三重県自然環境保全条例） 

（エ）環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画の策

定又は変更（三重県環境基本条例） 

（オ）人権施策の基本となる方針の策定又は変更（差別を解消し、人権が尊重される三

重をつくる条例） 

（カ）男女共同参画の推進に関する基本的な計画の策定又は変更（三重県男女共同参画

推進条例） 

（キ）健康づくりに関する基本的な計画の策定又は変更（三重県健康づくり推進条例） 

（ク）ユニバーサルデザインのまちづくりを推進するための基本的な計画の策定又は変

更（三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例） 

（ケ）食を担う農業及び農村の活性化に関する施策等の総合的かつ計画的な推進を図る

ための基本的な計画の策定又は変更（三重県食を担う農業及び農村の活性化に関す

る条例） 

（コ）観光の振興に関する基本的な計画の策定又は変更（みえの観光振興に関する条例） 

（サ）歯と口腔の健康づくりに関する基本的な計画の策定又は変更（みえ歯と口腔の健

康づくり条例） 

（シ）水産業及び漁村の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本

的な計画の策定又は変更（三重県水産業及び漁村の振興に関する条例） 

（ス）花とみどりの活用の推進についての基本的な計画の策定又は変更（花とみどりの

三重づくり条例） 

 

⑩ 知事提出議案に対する否決・修正 

意思決定機関としての議会の機能を働かせ、知事提案の議案に対する慎重な審査・審

議により、議案の否決や修正を行っています。 
 

＜議案の否決＞ 

平成14年３月20日 「工事請負契約について」否決     
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＜議案の修正＞ 

平成11年６月30日 「特別職の秘書の指定に関する条例案」修正可決 

(当該秘書の政治活動の禁止及び任期の設定などの修正） 

平成11年６月30日 「特別職の秘書の給与及び旅費に関する条例案」修正可決 

(上記「特別職の秘書の指定に関する条例案」の修正に伴う字句修正） 

平成16年10月14日 「三重県議会の議員及び三重県知事の選挙に係る電磁的記録式 

投票機を用いて行う投票に関する条例案」修正可決 

(条例の失効期日の設定に関する修正） 

平成20年10月30日 「平成20年度三重県一般会計補正予算（第２号）」修正可決 

(「美し国おこし・三重」総合推進事業費関係分の減額修正） 

平成22年10月18日 「三重県暴力団排除条例案」修正可決 

(委任規則に公安委員会以外のものを追加） 

令和２年３月19日 「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画の変更

について」修正可決 

          （家族農業に関する記述を追加） 
 

(2) 住民代表としての政策の監視・評価の推進 
 

①  予算決算常任委員会の設置、改革 

平成10年度に、都道府県議会では初めて、予算と決算を総合的に審査調査する予算決

算特別委員会を設置しました。同委員会では、当初予算について、予算編成が始まる前

や予算要求の段階から予算調製方針、予算要求状況などの調査を行い、意見、提言を行

うとともに、決算審査だけでなく、前年度の政策評価にも関与し、翌年度の県政運営方

針につなげる活動を行ってきました。 

また、平成16年度には、予算と決算の一体的な審査・調査による議会機能の強化を図

るため、抜本的な改革を行いました。 

平成18年６月の地方自治法改正により、常任委員会の複数所属が可能となったことに

伴い、委員会条例を改正し、平成19年４月30日から予算決算常任委員会を設置し、従来

の行政部門別常任委員会との複数所属としました。 

＜平成１６年度の改革の概要＞ 

○予算の審査については、従来の常任委員会への分割付託から当委員会への一括付託と

しました。付託議案は、決算認定議案に加え、全ての予算議案と予算関連議案としました。 

○定数は、従来13人であったのを、議長及び監査委員である議員を除く全ての議員 

（平成19年４月からは議長を除く全議員）としました。 

○審議の方法は、詳細審議を行うため、当委員会に６つの分科会を置き、付託議案の審

査は、「委員会での総括質疑→分科会での部局別審査→委員会での分科会報告→締め

くくり総括質疑→討論→採決」を基本としました。 

○委員会の開催場所は、全員協議会室とし、本会議と同様に、その配置を対面演壇方式

としました。 
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② 決算審査の早期化 

平成16年度（15年度決算）から企業会計決算の審査を早期化し、議決時期を１１月下旬

から10月下旬としました。 

また、平成17年度（16年度決算）から一般会計・特別会計決算の審査を早期化し、議

決時期を12月中旬から11月下旬としました。 

このことにより、従来にも増して前年度の決算審査の結果を翌年度の予算編成に反映

させることができるようになりました。 
 

③ 決算不認定 

旅費等の不適正執行、教職員の勤務時間内組合活動等の問題に起因して、平成７年度、 

10年度及び11年度の決算を不認定としました。 

また、平成14年度及び15年度決算では、三重ごみ固形燃料発電所貯蔵槽の相次ぐ異常

発熱等のトラブルに起因して、電気事業会計決算を不認定としました。 

＜決算の不認定＞ 

平成８年12月19日 平成７年度公営企業会計決算の不認定４件 

  平成９年３月10日 平成７年度一般会計決算の不認定１件 

       〃   平成７年度特別会計決算の不認定１件 

  平成12年２月22日 平成10年度一般会計決算の不認定１件 

  平成12年12月21日 平成11年度一般会計決算の不認定１件 

  平成15年11月25日 平成14年度公営企業会計（電気事業）決算の不認定１件 

  平成16年10月14日 平成15年度公営企業会計（電気事業）決算の不認定１件 
  

④ 行政改革調査特別委員会の設置 

   21世紀にふさわしい行政のシステムづくりを目指し、行政改革問題に関する総合的調

査を行う行政改革調査特別委員会を平成９年10月１日に設置しました。 

同委員会では、県の行政システム改革や教育改革に関する取組を検証するとともに、

外郭団体改革の更なる推進を求めて、その整理・統合等の在り方を検討するなど、行政

改革問題について集中的、総合的に調査を行いました。 

  平成16年５月14日に行政改革調査特別委員会を廃止し、代わって「行政のあり方調査

特別委員会」を設置しました（平成17年５月13日廃止）。 

予算決算常任委員会の年間スケジュール（主なもの）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

成果レポート

の調査

議論
次年度

経営方針案

前年度
企業会計

決算

当初予算

の考え方

当初予算

要求状況

当初

予算案

経営方針

の確定

調査まとめ
申入れ

知事への

申し入れ

前年度

一般会計・
特別会計
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 ３ 独自の政策提言と政策立案の強化 

知事及び執行機関から提出された議案を審議するだけでなく、住民本位の立場から、

独自の政策提言や条例案などの政策立案への取組 
 
(1) 独自の政策提言の推進 
 

① 議員の基盤活動強化のための取組 

議会が住民の負託に応え、その役割を充分に果たしていくためには、政策立案等の議

員活動の基盤強化を図る必要があると考え、会派へ補助金として交付されている政務調

査費の交付根拠を明確にして議員にも交付されるよう、平成７年度からブロック議長会

や全国議長会に働きかけ、全国議長会の取組へとつなげました。 

  全国議長会での国会への積極的な要望活動の結果、平成12年５月の地方自治法の改正

となりました。 
 

② 執行部との協働によるプロジェクトチームの設置 

東紀州地域の活性化策を調査するため、平成15年12月に「東紀州地域経営創造会議」

を超党派で設置し、執行部と協働して調査・検討を行い、平成16年11月に東紀州地域活

性化に向けた中期的（３～５年）視点に立った具体的提言を行いました。なお、平成17年度

は、東紀州地域経営調査特別委員会を設置し、調査を行いました。 
 

③ 議長の私的諮問機関の設置 

ア 三重県議会公営企業事業の民営化検討委員会 

公共サービスの民間開放、規制緩和や地方分権など地方公営企業を取り巻く環境の

変化を踏まえ、企業庁及び病院事業庁が管理運営する事業の民営化の移行を検討する

ため、議長の私的諮問機関として設置しました。 
 

（ア）企業庁事業 

平成17年２月から11回に及ぶ検討委員会を開催し、平成18年３月に企業庁に係る報

告書を取りまとめ、「公営企業を取り巻く環境は急激に変化しており、県民主役の

県政を推進する観点からは、現行の企業庁組織をそのまま存続させることは適切で

はない。企業庁の在り方を白紙で見直し、一般的な民営化手法の検討プロセスを適

用し、県民主役の公営企業事業の改革案を取りまとめるべきと考える」という提言

を答申しました。 

これを受け、議会として３月に「企業庁事業の民営化に向けた提言」により、「県

民主役の公営企業事業の改革案を地方公営企業設置者である知事が取りまとめ県

民に提示すべき」ことなどについて、知事に提言を行いました。 
 

（イ）病院事業庁事業 

平成18年４月から11回に及ぶ検討委員会を開催し、平成19年２月に病院事業庁に係

る報告書を取りまとめ、「県民に等しく高質な医療サービスを提供するために、必

ずしも全てが県営である必要はなく、県自らが直接病院経営に関与する場面は減少

する方向であるものの、県が医療政策の中心的担い手として、地域医療全体の最適

化を進めるべき」という提言を答申しました。 
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これを受け、議長は、議会内に各会派から選出された議員で構成する「協議の場」

を設け、今後の対応を検討するよう要請しました。 

「協議の場」は、５回の協議を経て平成19年４月24日に取りまとめた意見を議長

に報告し、議長はこれを受けて同日、知事に対して「喫緊の課題である医師・看護

師の確保・育成・定着対策の実施」及び「県立４病院に係る全部適用の検討と経営

形態に関するシミュレーション」と「地域医療の在り方と県立病院の果たすべき役

割」の提出を求めるとともに、今後議会として取り組むべきこととして、「次期医

療計画並びに県立４病院の役割と経営形態に関する特別委員会の設置」、「『全議

員が参加する場』における特別委員会の調査検討状況の報告と意見交換の実施」及

び「知事への提言」の３つを行うよう議長声明を行いました。 

以上のことを受けて、平成19年５月から県立病院等調査特別委員会を設置して調

査検討が行われ、平成20年２月13日に同特別委員会から知事に提言を行いました。 
 

イ 三重県環境保全事業団経営健全化のための調査 

三重県環境保全事業団の巨額の債務超過の要因になっている「廃棄物処理センター」

の経営健全化について、議長から私的に専門委員に調査を委嘱し、その調査結果につ

いて、平成17年12月21日に最終報告を受けました。 

この報告を踏まえて、平成18年１月18日に、三重県行政が求められている関与の在

り方について、センター設置の経緯からも応分の財政負担をすることや、市町に対し

てコストに見合う料金負担への理解を求めるなど、議会の総意として、知事に提言を

行いました。 
 

④ 調査機関の設置 

三重県議会基本条例第13条第１項の規定に基づき学識経験者等による調査機関を議決

により設置し、県政の課題に関して調査を行い、政策立案や政策提言を行うこととして

います。 
 
ア 財政問題調査会 

平成 20 年９月 16 日に、「議会における財政の監視機能、提言機能の強化に向け、県

財政に関わる問題点とその対応方策について調査を行う」ことを目的として、学識経

験者５人以内による調査会を設置しました。 

同調査会は、議長の諮問に基づき、執行部から地方財政健全化法に基づく財政健全

化判断比率等についてヒアリングを行うとともに、委員間で審議を重ね、同年 10 月８

日に第一次答申をまとめました。また、新県立博物館整備計画に係る財政的な影響に

ついて、調査・審議を行い、同年 12 月２日に第二次答申をまとめました。 

  ＜第一次答申の概要＞ 
〇 県財政の健全化判断比率の算定・審査プロセスにおける、三重県独自の算定手順

書・審査手順書の作成 
〇 財政的援助団体の監査に係る、公社・第三セクターの監査手法・監査時期の見直し 
〇 財政健全化法に基づく財政分析結果に係る、三重県独自の健全化判断基準の設定 
〇 財政運営・監視等に係る、債務管理方針の策定、アカウンタビリティレポートの作成・ 

公表    など 
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  ＜第二次答申の概要＞ 

新県立博物館の整備に関して、県財政が今後一層厳しさを増すことにかんがみ、事業

実施の意思決定に当たって、さらに慎重な検討が必要な点や今後の課題が見受けられる。 
 

イ 議員報酬等に関する在り方調査会 

平成23年６月28日に、「議員活動及び議会活動を支える議員報酬及び政務調査費の 

あり方について調査を行う」ことを目的として５人の学識経験者等からなる調査会を

設置しました。 

その後、平成24年１月30日に議員報酬について中間報告が提出され、議員を公選職

と整理したうえで、議員報酬のあり方（適正額）が示されました。引き続き、政務調

査費に関する調査が行われ、平成24年６月28日に最終報告が提出されました。 

＜最終報告の概要＞ 

議員報酬については、議員を公選職と位置付け、同じ公選職の知事を比較対象とし

て、職務活動時間による比率（0.7）を乗じて報酬額を算定。 

政務調査費については、 

〇条例本則に定める政務調査費の交付額を約２割引き下げることを検討すべきで

ある。 

〇合議体としての議会機能を強化する観点から、政策の形成・調整・合意形成を行

う会派の活動を「政務」と意義付け、支給対象を会派とするよう条例改正を行っ

てはどうか。 

との提言のほか、県民への成果の説明、情報公開の拡充等、当面の改善策４項目。 
 

＜議員報酬及び政務調査費に関する検討ワーキンググループの設置＞ 

「議員報酬等に関する在り方調査会」からの最終報告に対する県議会の意見をまと

めるため、平成24年９月に委員９人で構成する「議員報酬及び政務調査費に関する検

討ワーキンググループ」を設置し、同年10月に議員報酬について、同年12月に政務調

査費について検討結果が報告されました。 
 

 ウ 選挙区及び定数に関する在り方調査会 

 三重県議会では、令和元年６月28日に、三重県議会基本条例第13条第１項に基づく

調査機関として、選挙区及び定数に関する在り方調査会を設置しました。 

 同調査会では、人口減少・地方創生時代における県議会の在り方や果たすべき役割

並びにそれらを踏まえた三重県議会の議員の定数及び選挙区の在り方について調査を

行っており、今後の最終報告に向けた議論をより充実したものとするため、令和２年

３月、これまで提示された意見や考え方を整理した「論点整理」として、中間報告が

示されました。その後、引き続き調査が行われ、令和２年10月20日に最終報告が提出

されました。 

＜最終報告の概要＞ 

〇総定数については、一般論として、人口の減少に沿って削減することを基本とす

ること。ただし、議会の費用を考慮することで総定数を調節していくことはあり

得る。 

〇選挙区の区割りについては、地域の特性を尊重した選挙区とすること。 

〇その他選挙区ごとの議員定数の考え方等について記述。 
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⑤ 検討会等の設置 

  三重県議会基本条例第14条第１項の規定に基づく検討会等を設置し、県政の課題に関

して議員間討議を交えながら調査を行い、政策立案や政策提言を行うこととしています。 
 

ア 道州制・地方財政制度調査検討会 

平成19年６月12日に、「道州制及び地方財政制度に関する調査・検討を行う」こと

を目的として、各会派から選出された委員19人をもって組織しました。 

検討会は、第１回目に道州制と地方財政制度の２つの分科会に分かれて、調査を進

めて、平成20年３月６日に報告をまとめ、３月27日に知事に要望を行いました。 
 
イ 政策討論会議 

平成19年６月29日に、「喫緊の政策課題について、県民の視点に立った独自の政策

立案や政策提言に関する調査を行うとともに、こうした機会を通じて委員会などにお

ける議員間討議が活発になるよう促す」ことを目的として、各会派から選出された委

員13人をもって組織しました。 
 

（ア） 新しい県立博物館整備のあり方 

知事は、平成19年４月の選挙公約として、「三重の歴史文化の拠点施設として

ふさわしい新博物館の整備の新しい基本構想と整備スケジュールの策定を進めま

す」としていましたが、その基本構想等の策定を有識者で構成する文化審議会に

諮問することが明らかになりました。 

議会は、議会としての意見を集約して構想策定に参加するべく、現県立博物館

や建設候補地の現地調査を含めて計７回の政策討論会議を開催したほか、委員各

自により県外の先進的な博物館も調査し、委員からの提案に基づいた議員間討議

を進め、「新県立博物館整備に係る基本的考え方」をまとめました。 

この「考え方」は、４つの「果たすべき役割」と８つの「担うべき機能」により

構成されており、議会の総意として、10月18日に正副議長から知事に提言しました。 
 

（イ） 福祉医療費助成制度の見直し 

執行部から提案された、「乳幼児」「障がい者」「一人親家庭」を対象とする福祉

医療費助成制度の見直しに関して、議会として、提案の是非を検討するため、平

成 19年 12 月に政策討論会議を設置し、参考人招致や県内市町長に対するアンケ

ートを実施するなど、県民にとって望ましい助成制度の在り方について活発な議

論・検討を行いました。 

平成20年１月には、知事に申し入れを行い、知事は議会からの提言を踏まえ再

検討することとなりました。２月には、知事から見直し方針の説明があり、６月

には議会の提言を反映した補正予算を可決しました。 
 

（ウ） 財政の健全化 

   平成20年10月に財政問題調査会から提出された第一次答申の提案内容について、

調査検討を行うため、財政問題に関する政策討論会議を開催し、財政の健全化に

向けた意見をとりまとめ、平成21年４月30日に知事に提言しました。 
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ウ 地方創生に関する政策討論会議 

人口減少問題等が「待ったなし」の状況にある中で、三重県の地方創生に関す

る政策を広く県民の視点に立ったものにするため、平成27年6月に「地方創生に関

する政策討論会議」を設置し、町長や外部の有識者等からの意見聴取も行いつつ、

限られた時間の中で集中的に議論し、それらの成果を「地方創生に関する提言」

としてとりまとめ、平成27年9月4日に知事に提言しました。提言内容は、「三重

県まち・ひと・しごと創生総合戦略」と「三重県人口ビジョン」に反映されまし

た。また、提言の中で申し入れた「国への要望」に関しては、意見書としてとり

まとめ、可決しました。  

 

エ 水力発電事業の民間譲渡に伴う宮川流域諸課題解決のためのプロジェクト会議 

  三重県企業庁が実施している水力発電事業の民間譲渡に伴う宮川流域諸課題解決

のため、平成19年12月に、「水力発電事業の民間譲渡に伴う宮川流域諸課題解決のた

めのプロジェクト会議（宮川プロジェクト会議）」を設置し、参考人招致を行うなど、

12回にわたって議論を重ね、宮川プロジェクト会議報告書を取りまとめ、議会の総意

として、平成20年10月20日に知事に提言しました。 

 

オ 大規模な災害等緊急事態への県議会の対応に関する検討会 

  本検討会は平成30年６月に設置され、10名の議員で大規模な災害等緊急事態発生時

における県議会の対応について検討を行いました。 

  検討に当たっては、先行する議会の取組や、東日本大震災で被災した宮城県の県議

会等の調査に加え、有識者への意見聴取などを行いました。 

  それらを踏まえ、緊急事態発生時における議会・議員の役割や災害時の組織の設置

など、基本的な考え方を定めた指針を策定するとともに、迅速な復旧・復興のための

議案審査の簡素化などについて、平成31年３月に検討結果報告を取りまとめました。 

 

(2) 独自の政策立案の推進 

① 政策提案から政策立案への転換 

以前には、本会議、委員会における議員の政策提案に対し、具体的な対応がとられないこと

もあり、この状況を受け、議員提出条例による政策立案に取り組むようになりました。また、議員

提出条例について検討会等を設置し、県民意識や社会情勢の変化等を勘案し、県民の視点に

立った検討を行っています。 

 

 

条     例 議決日 
議案提出者 

（主な検討の場） 

①清潔で美しい三重をつくる条例（平成６年三重県条例第29

号）               （H13.３.27廃止) 
H６.３.24 

議員発議 
（環境対策特別委員会

小委員会） 

②三重県生活創造圏ビジョン推進条例（平成12年三重県条例

第61号）             （H19.12.26廃止) 
H12.３.21 

議員発議 

（検討会議） 

＜政策に係る議員提出条例＞ 
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③三重県リサイクル製品利用推進条例（平成13年三重県条例

第46号） 

  一部改正（平成17年三重県条例第38号） 

  一部改正（平成21年三重県条例第38号） 

H13.３.22 

 

H17.３.23 

H21.３.23 

議員発議（会派） 

 

議員発議（検討会） 

議員発議（検討会） 

④三重県行政に係る基本的な計画について議会が議決すべ

きことを定める条例（平成13年三重県条例第47号） 

  一部改正（平成22年三重県条例第20号） 

H13.３.22 

 

H22.３.23 

議員発議（検討会） 

 

議員発議（検討会） 

⑤議会の議決すべき事件以外の契約等の透明性を高めるた

めの条例（平成13年三重県条例第48号） 
H13.３.22 

議員発議 

（検討会） 

⑥県の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例（平

成14年三重県条例第41号） 
H14.３.20 

議員発議 

（検討会） 

⑦県が所管する公益法人及び公益信託に関する条例（平成14

年三重県条例第42号） 

 一部改正（平成20年三重県条例第27号） 

※1 現条例名：三重県公益認定等審議会及び県が所管する公益信託

に関する条例 

H14.３.20 

 

H20.３.19 

 

議員発議（検討会） 

 

委員会提出 

(総務生活常任委員会) 

⑧三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条

例（平成15年三重県条例第31号） 

  一部改正（平成21年三重県条例第56号） 

  一部改正（平成25年三重県条例第71号） 

H15.３.12 

  

H21.６.30 

H25.９.13 

議員発議（検討会） 
 

議員発議（検討会） 
委員会提出 
（議会運営委員会） 

⑨子どもを虐待から守る条例（平成16年三重県条例第39号） H16.３.19 
議員発議 
（検討会） 

※2 修正可決 

⑩三重県地域産業振興条例（平成17年三重県条例第82号） 

  一部改正（平成25年三重県条例第２号） 

H17.10.19 

H25.２.27 

議員発議（検討会） 

委員会提出（議員提出

条例検証特別委員会） 

⑪三重の森林づくり条例（平成17年三重県条例第83号） 

  一部改正（令和３年三重県条例第26号） 

H17.10.19 

R３.３.23 

議員発議 
（検討会） 

※2 修正可決 
委員会提出 

（環境生活農林水産 
常任委員会） 

⑫三重県地域づくり推進条例（平成20年三重県条例第32号） H20.５.16 
委員会提出 

（地域活性化対策調査
特別委員会） 

⑬三重県食の安全・安心の確保に関する条例（平成20年三重県

条例第33号） 

  一部改正（平成26年三重県条例第74号） 

H20.６.17 

 

H26.３.19 

議員発議（検討会） 
 

議員発議（検討会） 

⑭みえ歯と口腔
くう

の健康づくり条例（平成24年三重県条例第１

号） 
H24.３.19 

議員発議 

（検討会） 

⑮三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす条例（平成25年三重県条例第70

号） 
H25.６.28 

議員発議 

（検討会） 

⑯三重県手話言語条例（平成28年三重県条例第50号） H28.６.30 
議員発議 

（検討会） 

⑰障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重

県づくり条例（平成30年三重県条例第69号） 
H30.６.29 

委員会提出 

（障がい者差別解消条例

策定調査特別委員会) 



- 62 - 

 

⑱三重の木づかい条例（令和３年三重県条例第25号） R３.３.23 
議員発議 

（検討会） 

⑲差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例（令和

４年三重県条例第25号） 
R４.５.19 

委員会提出 

（差別解消を目指す条例

検討調査特別委員会) 

⑳花とみどりの三重づくり条例（令和５年三重県条例第26

号） 
Ｒ５.３.17 

委員会提出 

（花や木で健やかな三重

をつくる条例策定調査特

別委員会） 

※1 県が所管する公益法人及び公益信託に関する条例等の一部を改正する条例（平成20年三重県条例
第27号）により題名改正。 

※2 審議の途中、議員発議により修正案が提出され､可決された。 

 

＜参考＞ 

上記の政策に係る議員提出条例のほか、議会の政策立案・政策提言などの向上、議会の機

能の強化など、議会に関する基本的事項を定めた三重県議会基本条例等を議員提出により

可決しました。 

条     例 議決日 
議案提出者 
（主な検討の場） 

三重県議会基本条例（平成18年三重県条例第83号） 

 一部改正 (平成24年三重県条例第49号) 

 一部改正（平成30年三重県条例第62号） 

H18.12.20 

H24.６.27 

H30.６.11 

議員発議（検討会） 

議員発議（検討会） 

議員発議（議会改

革推進会議） 

三重県議会議員の政治倫理に関する条例（平成18年三重県条

例第84号） 

 一部改正（令和４年三重県条例第56号） 

H18.12.20 

 

R4.12.20 

議員発議 
（政治倫理確立 
特別委員会） 

議員発議 
（議会改革 
推進会議） 

三重県議会議会改革諮問会議設置条例（平成21年三重県条

例第39号） (H23.４.29失効) 
H21.３.23 

議員発議 
（議会改革 
推進会議） 

三重県議会個人情報保護条例（令和５年三重県条例第１号） R５.３.２ 
議員発議 

（代表者会議） 

 

② 議員提出条例に関する検討 

平成18年12月の議会基本条例制定以降、委員会、検討会等で議員提出条例の検討を行

っています。 
 

 ア 地域活性化対策調査特別委員会 

  多様な主体による地域づくりに関し、条例の制定に向けた調査及び検討を行うため、

各会派から選出された委員11人をもって設置しました。委員会で協議を重ね、平成20

年５月、地域づくりに関して基本理念を定め、県の役割を明らかにする条例案を取り

まとめました。同条例案は、同月、本会議において全会一致により可決・成立しました。 
 

イ 食の安全・安心の確保に関する条例検討会 

   本県における食品に関する不適正表示等の問題の発生を契機として、食の安全・安
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心の確保に関し、条例の制定に向けた調査・検討を行うため、平成19年12月に、各会

派からの委員11人をもって設置しました。検討会では、条例の制定に向けて議論を重

ね、平成20年６月、食の安全・安心の確保に関し、基本理念を定め、県及び食品関連

事業者の責務並びに県民の役割を明らかにするとともに、施策の策定に係る基本的な

方針等を定める条例案を取りまとめました。同条例案は、同月、本会議において賛成

多数によって可決、成立しました。 
 

ウ 議員提出条例に係る検証検討会 

平成 20年６月、議員提出条例について、議決の意思どおりに運用されているか、県

民の意識や社会情勢等の変化を勘案し県民の視点に立って検証を行うため設置しまし

た。設置当時は各会派からの委員１１人、平成 21 年６月からは同 10 人によって構成し

ていました。 

＜検証検討を行った条例＞ 

○三重県リサイクル製品利用推進条例（平成 21年３月に一部改正） 

○三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例（平成21年６月に一部改正） 

○三重県行政に係る基本的な計画について議会が議決すべきことを定める条例 

（平成22年３月に一部改正） 

○子どもを虐待から守る条例（平成22年10月に子どもを虐待から守るための決議） 
 

エ 三重県歯と口腔の健康づくり推進条例検討会 

  歯と口腔の健康づくりに関し、条例の制定に向けた調査及び検討を行うため、平成

23年９月に、各会派から選出された委員９人をもって設置しました。検討会では計10

回の検討を行い、平成24年３月、歯と口腔の健康づくりに関して基本理念を定め、県

及び県民等の責務並びに市町等の役割を明らかにするとともに、県の施策の基本的な

事項等を定める条例案を取りまとめました。同条例案は、同月、本会議において全会

一致により可決・成立しました。 
 

オ 議会基本条例に関する検証検討プロジェクト会議 

議会基本条例の検証検討を行うため、平成23年６月に議会改革推進会議の下に、各 

会派から選出された委員９人をもって設置しました。 

当会議では、計14回にわたる議論を重ね、条例改正案を平成24年６月に取りまとめ、

条例案は、同月、本会議において全会一致により可決・成立しました。 
 

カ 議員提出条例検証特別委員会 

議員提出条例について検証を行うため、平成24年５月に、各会派から選出された委

員９人をもって設置しました。計23本の議員提出条例について、条例の目的は達成さ

れているか、制定後の社会情勢の変化に合っているかなどの観点で、条例を見直す必

要があるかを検証しました。 

その結果、三重県地域産業振興条例について詳細な検証を行うことになり、参考人

招致や各種関係団体に対する聴き取り調査を行うなど検証を重ね、条例改正案を平成

25年２月に取りまとめ、条例案は、同月、本会議において全会一致により可決・成立
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しました。 

また、併せて議員提出条例の形式的な文言の見直しを行いました。 
 

キ 三重県飲酒運転防止に関する条例検討会 

飲酒運転の防止に関し、条例の制定に向けた調査及び検討を行うため、平成24年10

月に各会派から選出された委員９人をもって設置しました。検討会では計14回の検討を

行い、平成25年６月、法による厳罰化とは違う観点からの対応が必要との認識から「規

範意識の定着」と「再発防止」を二大柱とし、飲酒運転違反者に対しアルコール依存症

に関する受診義務を課すこと等を定める「三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす条例案」を取りま

とめました。同条例案は、同月、本会議において全会一致により可決・成立しました。 
 

ク 三重県食の安全・安心の確保に関する条例検証検討会 

米穀の産地偽装や食材の不適切表示の問題を契機に、三重県食の安全・安心の確保

に関する条例の調査及び検討を行うため、平成25年11月に各会派から選出された委員

７人をもって設置しました。検討会では計６回の検討を行い、平成26年２月、食品関

連事業者の責務に「法令遵守意識の向上」、「法令知識の習得」、「事業活動の適正

の確保」を盛り込み、また、事業者団体の役割を新設することなどを内容とする条例

の一部改正案を取りまとめました。同条例案は、同年３月、本会議において全会一致

により可決・成立しました。 
 

ケ 三重県手話言語に関する条例検討会 

三重県における手話の普及のための施策の推進に関し、条例の制定に向けた調査及

び検討を行うため、平成27年10月に全ての会派から選出された委員13人をもって設置

しました。検討会では計12回の検討を行い、平成28年６月、手話に関する施策の基本

となる事項を定め、手話に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを内容とす

る条例案を取りまとめました。同条例案は、同月、本会議において全会一致により可

決・成立しました。 
 

 コ 障がい者差別解消条例策定調査特別委員会 

 障がい者差別解消条例の策定に向け、調査・検討を行うため、平成29年５月に各会

派から選出された委員13人をもって設置しました。委員会では、計24回の検討を行い、

平成30年６月、全ての県民が障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に

人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けた施策を総合的かつ計画的

に推進することを内容とする条例案を取りまとめました。同条例案は、同月、本会議

において全会一致により可決・成立しました。 
 

 サ 議会改革度の向上及び議会基本条例の改正に関する検討プロジェクト会議 

代表者会議の依頼を受け、議会改革度の向上及び議会基本条例の改正に関し検討を

行うため、平成 29 年９月に議会改革推進会議の下に、各会派から選出された委員 10

人をもって設置しました。 

同会議では、「大規模な災害その他の緊急事態への対応」に関する基本的な規定を

議会基本条例に盛り込むこと、また、議会改革度の向上も視野に入れ、現行の議会基
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本条例の活用等を検討していくこととした検討結果報告を取りまとめました。検討結

果報告を代表者会議に報告したところ、引き続き議会基本条例の改正作業を同会議で

行うこととなり、平成30年５月、「大規模な災害その他の緊急事態への対応」に関す

る規定を新設することを内容とする条例の一部改正案を取りまとめました。同条例案

は、同年６月、本会議において全会一致により可決・成立しました。 
 

シ 三重県産材利用促進に関する条例検討会 

三重県産材の利用の促進に関し、条例の制定に向けた調査及び検討を行うことを目

的として、令和２年１月に委員11人をもって設置しました。検討会では計20回の検討

を行い、令和３年２月、木材利用の推進に関し、基本理念を定め、及び県の責務等を

明らかにするとともに、木材利用の推進に関する施策の基本的な事項を定める条例案

を取りまとめました。同条例案は、同年３月、本会議において全会一致により可決・

成立しました。 
 

ス 差別解消を目指す条例検討調査特別委員会 

様々な差別の解消に向け、既存の条例との整合を図りながら、新たな条例制定も視

野に入れ、調査検討を行うため、令和２年５月に各会派から選出された委員11人をも

って設置しました。委員会では、計41回の検討を行い、令和４年４月、不当な差別そ

の他の人権問題の解消をはじめとする人権尊重に関し、基本理念を定め、及び県の責

務等を明らかにするとともに、その施策の基本となる事項を定める条例案を取りまと

めました。同条例案は、同年５月、本会議において全会一致により可決・成立しまし

た。 

セ 花や木で健やかな三重をつくる条例策定調査特別委員会 

アフターコロナを見通し、花や木で美しい三重のまちづくりを進めていくこと等に

より、心身ともに健やかな県民の暮らしを実現するための条例の策定に向け、調査・

検討を行うため、令和３年５月に各会派から選出された委員11人をもって設置しまし

た。委員会では、計26回の検討を行い、令和５年２月、花とみどりの活用の推進に関

し、基本理念を定め、及び県の責務等を明らかにするとともに、花とみどりの活用の

推進に関する基本的施策等を定める条例案を取りまとめました。同条例案は、同年３

月、本会議において全会一致により可決・成立しました。 
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③ 議員提出条例に係る申合せ事項 

平成19年11月、代表者会議において、①委員会、②三重県議会基本条例第14条に規定す

る検討会等、③三重県議会基本条例第22条に規定する議会改革推進会議に設置される条例

案検討組織において、議員提出条例案の提出について検討を行う場合に関し、意見聴取、

条例案の提出、議会事務局の処理事項等について申合せを取り決めました。 
＜申し合わせ事項（抜粋）＞ 
一 意見聴取、現地調査等 
１ 委員会                ２ 検討会及び検討組織 
①委員派遣による現地調査         ①議員派遣による現地調査 
②執行機関からの意見聴取         ②執行機関からの意見聴取 
③参考人招致               ③県民、有識者等からの意見聴取 
④公聴会の開催              ④パブリックコメント 
⑤パブリックコメント 

二 執行機関からの意見聴取 
三 提出 
四 条例案の説明 
五 委員会付託 
六 議会事務局の処理事項 

 
④ 三重県議会トップセミナーの開催 

議員の政策形成能力の向上を図り、県議会での政策議論の充実・深化につな

げていくため、日本の地域社会が抱える様々な課題や三重県政の重要事項など

をテーマとして、全議員を対象にしたトップセミナーを計８回開催しました。 

第１回セミナー（平成23年７月15日） 

テーマ「観光まちづくりの現状とこれからの方向性 ～日本人の国内旅行とインバ

ウンドの視点から～」 

講師：太田 孝 氏（東海大学観光学部教授、前近畿日本ツーリスト㈱社長） 

第２回セミナー（平成23年10月26日） 

第１部 テーマ「今後のエネルギー政策の在り方と再生可能エネルギー計画について」 

講師：坂内 正明 氏（三重大学大学院地域イノベーション学研究科教授） 

第２部 テーマ「再生可能エネルギー導入の課題と対応」 

講師：宮池 克人 氏（中部電力（株）） 

第３回セミナー（平成23年12月16日） 

テーマ「議員による条例づくりのススメ ～最近の議員立法（東日本大震災復興基

本法）の立法過程の紹介を通じて～」 

講師：橘 幸信 氏（衆議院法制局法制企画調整部長） 

第４回セミナー（平成24年１月25日） 

テーマ「今後の我が国の成長戦略について」 

講師：大田 弘子 氏（政策研究大学院大学教授、元内閣府特命大臣（経済

財政政策担当）） 

第５回セミナー（平成24年７月13日） 

テーマ「三重県におけるスポーツ振興策」 

講師：杉田 正明 氏（三重大学教育学部教授） 

第６回セミナー（平成24年11月６日） 

テーマ「グローバル化時代の企業経営と地域振興～判断力を磨き、「応変力」を高

める～」 

講師：西田 厚聰 氏（㈱東芝会長） 

第７回セミナー（平成25年１月17日） 

テーマ「式年遷宮を契機とした地域の活性化」 

講師：岡田 登 氏（皇學館大学文学部教授） 

 



- 67 - 

 

第８回セミナー（平成25年２月28日） 

テーマ「政権交代後の地方制度改革・地域政策の行方」 

講師：青山 彰久 氏（読売新聞東京本社編集委員） 

 
⑤ 三重県議会政策セミナーの開催 

県議会が、より現場の感覚で、より県民の視点に立った政策議論をさらに深

化・発展させていくため、地域社会が抱える様々な課題や県政の重要事項など

をはじめ、地域に根ざした各種団体等の活動なども視野に入れ、時宜に応じた

テーマに係る専門家や活動団体の代表者などを招いた政策セミナーを、年４回

程度、全議員を対象として開催しました。 

第１回セミナー（平成25年６月28日） 

テーマ「感動を呼ぶ番組づくり～フィルムコミッションと観光振興～」 

講師：吉村 芳之 氏（映画監督、演出家、元㈱NHKエンタープライズ制作

本部エグゼクティブ・ディレクター） 

第２回セミナー（平成25年11月６日） 

テーマ「ふりかえれば３０年－天満浦百人会のまちづくり－」 

講師：松井まつみ 氏（ＮＰＯ法人天満浦百人会 副理事長） 

第３回セミナー（平成26年１月17日） 

テーマ「再生可能エネルギーを活用した地域活性化～三重県での導入と効果～」 

講師：倉阪 秀史 氏（千葉大学大学院教授） 

第４回セミナー（平成26年３月17日） 

テーマ「向こう三軒両隣 皆で助け合うために」 

講師：南部美智代 氏(NPO法人災害ボランティアネットワーク鈴鹿理事長) 

⑥三重県議会「議員勉強会」の開催 
県政を取り巻く諸課題を解決していくためには、議員間における共通認識の

醸成と更なる理解の向上に努めていくことが重要であることから、これらの諸

課題の中から、特に知識の取得と議員間の知識の共有化を図る必要があるテー

マを選定し、全議員を対象として開催しました。 

【平成２６年度】 

第１回勉強会（平成26年10月17日） 

テーマ「地方公会計改革と議会の役割」 

講師：石原俊彦氏（関西学院大学専門職大学院教授） 

第２回勉強会（平成26年12月17日） 

テーマ「人口減少社会における地方創生～子育て支援の取組から～」 

講師：中橋恵美子氏（ＮＰＯ法人わははネット理事長） 

【平成２７年度】 

第１回勉強会（平成27年７月13日） 

テーマ「人口減少社会の移住・定住促進 

～地域における魅力ある生き方『半農半Ｘ』～」 

講師：塩見直紀氏（半農半Ｘ研究所代表） 

第２回勉強会（平成27年12月17日） 

テーマ「多様化する広報媒体と、その特徴を活かした効果的な広報」 

講師：北村啓司氏（株式会社ＣＡＰ プロデューサー） 

第３回勉強会（平成28年１月18日） 

テーマ「地方創生と三重大学の役割」 

講師：駒田美弘氏（三重大学学長） 

【平成２８年度】 

第１回勉強会（平成28年９月21日） 

テーマ「子どもの貧困対策について」 

講師：道中隆氏（関西国際大学教授） 
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第２回勉強会（平成28年11月25日） 

テーマ「手話の普及をめぐる現状と課題」 

講師：金澤貴之氏（群馬大学教授） 

第３回勉強会（平成29年３月16日） 

テーマ「女性の職業生活における活躍推進について」 

講師：権丈英子氏（亜細亜大学副学長・教授） 

【平成２９年度】 

第１回勉強会（平成29年10月17日） 

テーマ「働き方改革、そこが間違ってます！」 

講師：白河桃子氏（相模女子大学客員教授、少子化ジャーナリスト、作家） 

第２回勉強会（平成30年１月18日） 

テーマ「若者と政治」 

講師：原田謙介氏（NPO法人YouthCreate 代表理事） 

第３回勉強会（平成30年３月５日） 

テーマ「地域が育てたスポーツクラブ アルビレックス新潟」 

講師：田村貢氏（一般社団法人日本女子サッカーリーグ 専務理事） 

【平成３０年度】 

第１回勉強会（平成30年10月15日） 

テーマ「これからの議会改革に問われるもの」 

講師：廣瀬克哉氏（法政大学副学長） 

第２回勉強会（平成30年12月20日） 

テーマ「災害時における議会・議員の役割と取組」 

講師：鍵屋一氏（跡見学園女子大学 観光コミュニティ学部 

 コミュニティデザイン学科 教授） 

【令和元年度】 

第１回勉強会（令和元年６月26日） 

テーマ「ＳＤＧsへの自治体の関わり方」 

講師：髙木超氏（慶応義塾大学大学院 政策・メディア研究科 特任教授） 

第２回勉強会（令和元年７月12日） 

テーマ「『Society5.0』と自治体について」 

講師：山本和男氏（内閣府政策統括官(科学技術・イノベーション担当)付

上席政策調査員（社会システム基盤担当）・工学博士） 

【令和２年度】 

第１回勉強会（令和２年７月13日） 

テーマ「自治体におけるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進について」  

講師：菅原直敏氏（一般社団法人Publitech代表理事、福島県盤梯町ＣＤＯ

（最高デジタル責任者）） 

第２回勉強会（令和３年３月23日） 

テーマ「ウィズコロナ期における地方議会の在り方」 

講師：河村和徳氏（東北大学大学院情報科学研究科准教授） 

【令和３年度】 

第１回勉強会（令和３年11月22日） 

テーマ「ＳＮＳと人権侵害」 

講師：中村尚生氏（公益財団法人反差別・人権研究所みえ調査・研究員） 

   安田賢行氏（公益財団法人反差別・人権研究所みえ研究員） 

第２回勉強会（令和４年３月10日） 

テーマ「五島スマートアイランド構想におけるI o Tと脱炭素政策について」 

講師：菊森淳文氏（公益財団法人ながさき地域政策研究所理事長） 

   濵崎竜之介氏（公益財団法人ながさき地域政策研究所 

           専任研究員兼新産業創造ユニットリーダー） 
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【令和４年度】 

第１回勉強会（令和４年10月３日） 

テーマ「若者の県内定着に向けた大学の在り方」 

講師：大森昭生氏（共愛学園前橋国際大学 学長） 
 

第２回勉強会（令和４年11月21日） 

テーマ「地方創生と大学における人材育成」 

講師：廣瀬克哉氏（法政大学 総長） 
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 ４ 分権時代を切り開く交流・連携の推進 

三重県議会の取り組みを積極的に情報発信するとともに、全国の地方議会との交流・連携を

深め、改革の輪を広げる取組 
 

(1) 他府県との連携 
 

① 全国自治体議会改革推進シンポジウムの開催 

議会改革を目指す全国の自治体が一堂に会し、地方分権時代にふさわしい自治体議会

の在り方と二元代表制を踏まえた改革の方向性について議論し、議会改革についての認

識を深めるため、シンポジウムを開催しています。 

 開催日 
場所 

テーマ 基調講演 ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ 
参加 
者数 

第１回 
H17.１.17 

四日市 
自治体議会の改革 

大森彌氏 

(千葉大学教授） 

妹尾克敏氏ほか 
400人 

第２回 
H18.４.13 

東京 

自律した議会を

目指して 

和歌山県議会議長 駒林良則氏、 

村上英明氏ほか 
250人 

第３回 
H18.11.１ 

津 

議会基本条例と

今後の議会改革 

栗山町議会議長 大森彌氏ほか 
350人 

第４回 
H20.４.11 

桑名 

地方分権時代と議

会のミッション 

片山善博氏 

（慶応義塾大学教授） 

井上明彦氏ほか 68自治体 

428人 

第５回 
H21.４.10 

津 

分権時代の自治

体議会の在り方 

浅野史郎氏 

（慶応義塾大学教授） 

江藤俊昭氏ほか 72自治体 

467人 

第６回 

H22.８.２ 

大阪 
地域主権下におけ
る自治体制度と議

会の役割 

逢坂誠二氏 

（内閣総理大臣補佐

官） 

大阪府橋下知事、

増田寛也氏ほか 
94自治体 

565人 

第７回 

H24.11.19 

津 
地方分権時代にお
ける自治体議会の

機能強化 

山田啓二氏 

（京都府知事、全国知

事会会長） 

大森彌氏ほか 
46自治体

208人 

第８回 
H28.11.9 

四日市 
議会基本条例が
開く議会の未来 

金井利之氏 

（東京大学大学院教授） 

新川達郎氏ほか 

 

64自治体 

253人 

 

② 他県議会との連携 
 

紀伊半島三県議会交流会議 

紀伊半島の振興及び発展のため、三重県、奈良県及び和歌山県の各県議会議長、副議

長並びに関係議員が、紀伊半島三県に共通する課題等について意見交換等を行っていま

す。（平成20年度は２回、21年度以降は毎年度１回開催） 

 

③ 他都道府県等からの調査対応 

三重県議会の改革について、他都道府県議会等から来県調査の依頼があった場合は、

可能な限り受け入れ、情報交換、交流・連携に努めています。 
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＜来県調査団体数＞（議会改革に関するもの） 

年度 県議 
県事務局 

・執行部 
市町村議 

市町村事務局 

・執行部 
その他 総計 延べ人数 

12 ６ ３ １ ２ １ 13 113 

13 ９ ８ ７ １ ４ 29 191 

14 ７ ９ １ １ ２ 20 149 

15 19 10 ５ ０ ５ 39 288 

16 19 ６ ９ ２ ２ 38 290 

17 10 ４ 11 ２ １ 28 268 

18 ６ ４ ５ ０ ２ 17 171 

19 21 ６ 17 ２ １ 47 439 

20 24 ０ 23 ２ １ 50 553 

21 ９ ７ 26 ０ １ 43 387 

22 11 ２ 11 １ ０ 25 236 

23 14 ２ 17 ０ １ 34 352 

24 14 １ 11 ２ ０ 28 251 

25 ９ １ ９ ０ ３ 22 215 

26 ４ ２ ４ １ ３ 14 100 

27 ６ １ ８ ０ ０ 15 146 

28 12 ３ ４ ０ ０ 19 193 

29 4 1 2 0 1 8 86 

30 1 ０ 1 1 ０ 3 27 

R１ ３ ０ １ １ １ ６ 50 

R２ １ ０ ０ ０ ０ １ 13 

R３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

R４ ４ ０ １ ０ ０ ５ 58 

計 504回  4,576人 

(2) 市町との連携 
①市町議会との交流連携会議 

県内の自治体議会とより緊密な交流連携を図り、政策提言や議会改革の推進につなげ

ていくことを目的に、市町議会と交流連携会議を開催しました。 

○平成20年８月 「三重県自治体議会交流連携会議」 

対象：伊賀市、名張市  テーマ：「地域医療対策」「議会改革」 

○平成22年９月 「市町議会と県議会との交流･連携会議」 

対象：志摩市、南伊勢町 テーマ：「自治法改正下の議会の位置づけ」「地場産業の活性化」 

  ○平成24年２月 「市町議会と県議会との交流・連携全体会議」 

対象：県内全市町  テーマ：「地方議会における東日本大震災への対応」、「東日本大震災

に学ぶ今後の地震対策」 

 

② 講演会等への参加呼びかけ 
○平成13年１月22日 「分権時代の『三重』を考える県・市町村議会議員の集い」 

基調講演：阿部孝夫氏（法政大学教授）「自治体政策と議会のあり方」 

パネルディスカッション 

○平成14年２月12日 「『分権時代を先導する議会』を実現するための集い」 

基調講演：神野直彦氏（東京大学大学院教授）「分権時代における議会の役割」 

パネルディスカッション 
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○平成16年２月９日 「二元的代表制と今後の議会のあり方」 

講演：大森彌氏（千葉大学教授） 

○平成19年１月11日 「住民自治セミナー～地方財政を考えよう～」 

講演：桜内文城氏（新潟大学助教授） 

○平成19年７月11日 「三重県地方議会交流記念講演会」 

講演：王毅中華人民共和国駐日本大使 

※三重県と友好提携を結んでいる河南省との各分野にわたる幅広い交流を推進 

○平成22年３月19日 「地域主権セミナー～地域主権改革の動向～」 

講演：望月達史氏（内閣府地域主権戦略室次長、前三重県副知事） 
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 ５ 事務局による議会サポート体制の充実 

政策決定と政策評価、政策提言と政策立案を充実させるための、議会や議員のサポート

体制の充実 
 

(1) 専門的人材の充実と活用等 
 

①  企画法務課（旧：政務調査課）の設置と政策法務担当の設置  

 平成10年４月 議事調査課から調査部門を分離させ、政務調査室を設置しました。 

平成12年４月 政務調査課として課内に法務担当を設けました。 

平成13年４月 政策法務監を設置しました。 

平成18年４月 政務調査課を企画法務課に改め、政策法務担当の人員を増強しました。 

平成25年４月 各課内の「グループ」を「班」と改めるとともに、企画法務課内におい

て、企画広聴・法務グループから政策法務部門を分離させ、法務班を設

置しました。 

＜令和５年度の事務局体制＞ 

局長－次長－総 務 課－総務班、秘書班（書記10人、行政事務支援員９人） 

議 事 課－議事班、委員会班（書記８人、行政事務支援員等３人） 

企画法務課－企画広聴班、調査班、法務班（書記16人、行政事務支援員

等４人） 
 

②  衆議院又は参議院法制局への研修派遣  

政策立案機関への転換をしつつある三重県議会の議員をサポートするためには、議会

事務局職員のスキルの向上を図る必要があり、その取組の一つとして、議会事務局職員

を衆議院又は参議院法制局へ毎年度１人派遣しています。研修派遣を終えた職員は、企

画法務課（平成17年度までは政務調査課）で政策法務を担当し、現在２人が配属されています。 
 
年度 H12～13 H14～15 H16～17 H18～19 H20～21 H22～23 

派遣先 

法制局 
参議院 衆議院 衆議院 衆議院 衆議院 衆議院 

年度 H24～25 H26～27 H28～29 H30～R1 R2～3 R4～ 

派遣先 

法制局 
衆議院 衆議院 衆議院 衆議院 衆議院 衆議院 

 

③  大学院で公共政策に関連する研究を行っている学生を対象としたインターン

シップ制度  

大学院で公共政策に関連する研究を行っている学生を、インターンシップ実習生とし

て受け入れ、実習生の知見を活用した客観的な視点から、議会の在り方等に対する提

案・意見を受けることにより、三重県議会における監視機能の強化、政策立案及び政策

提言の充実等に資するとともに、学生のキャリア形成の支援及び地方公共団体における議

会の役割に関する理解の増進を通じて、地方自治の課題に的確に対応し、地方分権の推

進に資する実践的能力を有する人材を育成することを目的としています。平成21年９月、

公共政策大学院生をインターンシップ実習生として受け入れ、この結果を検証し、平成22年

度から制度化しています。 
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＜受入実績＞平成21年９月（２週間）   京都大学公共政策大学院から２人 

平成22年８～９月（各２週間）   同上        ２人 

平成23年９月（９日間）   東京大学公共政策大学院から１人 

   〃    (10日間）   京都大学公共政策大学院から１人 

平成24年９月（９日間）   東京大学公共政策大学院から１人 

   〃     (  〃  )   京都大学公共政策大学院から１人 

平成25年９月（８日間）   北海道大学公共政策大学院から１人 

   〃     (  〃  )   京都大学公共政策大学院から１人 

平成26年９月（10日間）  北海道大学公共政策大学院から１人 

平成27年９月（10日間）  北海道大学公共政策大学院から１人 

   〃     (  〃  )   京都大学公共政策大学院から１人 

平成28年９月（10日間）  北海道大学公共政策大学院から１人 

平成29年９月（10日間）  北海道大学公共政策大学院から１人 

   〃     (６日間)  同志社大学公共政策大学院から１人 

平成30年９月（８日間）  京都大学公共政策大学院から１人 

令和元年９月（９日間）  三重大学大学院人文社会科学研究科から１人 

令和３年         ２人の受入れを決定していたが、緊急事態宣

言発出により中止 

令和４年９月（10日間）  三重大学大学院人文社会科学研究科から１人 

 

④  議会事務局の年次計画を策定 

議会活動計画に基づき、議長・副議長のリーダーシップの下に活発な議会活動が行わ

れるよう、各種委員会活動をはじめ議会各会派や各議員の活動を公正・公平な立場から

支援するため、議会事務局年次計画を策定しています。（令和５年度～） 

 

 (2) 情報収集・提供の充実と活用 

①  政策立案のための参考資料の提供 

政策立案のための参考資料として、他都道府県議会事務局が行った全国調査結果や全

国都道府県議長会から提供された資料を本県議会議員からの依頼調査結果と合わせて

資料目録を作成し、毎月、全議員に配付しています。 

また、本県議会議員からの調査結果資料は、依頼議員だけでなく誰もが活用できるよ

う、平成10年４月分から議会図書室に備え付け、閲覧に供しています。 

 

②  自主調査レポート等の作成 

議員からの依頼調査に加え、時の政策課題等をテーマに職員が自主調査を行い、議員

活動の参考資料となるよう「自主調査レポート」にまとめ全議員に配付しています。 

平成13年度第４回定例会からは、各定例会で審議される事項のうちから関心の高い事

項や議論が高まると予測される事項について、「議案審査・調査サポート資料」として

まとめ、全議員に配付しています。 

また、平成21年度からは、議員の政策立案等に資するため政策法務に関する調査を行

い、その結果を「政策法務レポート」としてまとめ、全議員に配付しています。 
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＜レポート件数＞ 

年度 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 Ｒ３ Ｒ４ 

自主調査 

レポート 
13 ５ ３ ４ ６ ３ ４ ２ ３ ３ １ 

  

議案審査・調査 

サポート資料 

             

政策法務 

レポート 
 ３   ２ １ ２ １ ２ 

  
１ 

 

 

③  議会図書室の機能強化 

  議会図書室の機能強化を図るため、次のような取り組みを行っています。 

○図書室スペースの有効活用のため、蔵書の一般教養、社会科学への絞り込み 

○レファレンスサービス向上のため、日経テレコン、官報情報検索システム等の配備 

○図書室の県民及び執行機関への開放 

○貸出・蔵書管理の導入のため、バーコード管理の導入 

○三重県図書館情報ネットワークを利用した三重県立図書館からの蔵書の借受け 

＜議会図書室利用者数＞過去10年間 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ 

利用者数 12,055 11,809 11,367 11,405 9,891 10,635 9,271 6,511 5,127 4,817 

＜蔵書数＞令和５年３月末現在 約41,000冊（雑誌を除く） 

 

④  調査活動へのパソコン利用等 

議員の調査活動を強化するため、平成11年11月から全議員にパソコンを配付しています。

パソコンは、三重県職員と行政ＬＡＮでつながっており、情報の共有化・交換ができるほか、

インターネットでの情報収集など、議員の議事堂内での調査活動に活用されています。 

令和３年３月から全議員にタブレット端末を配付しています。タブレット端末の活用

を含めた議会のスマート化を進めるため、スマート議会の在り方検討プロジェクト会議

で検討を行い、令和４年９月には資料閲覧システムを導入しました。 

 

⑤  パソコン、タブレット端末及びスマートフォンの使用 

議会審議の充実の一助とするため、平成26年３月20日から、議員が本会議、委員会等

にパソコン（本会議を除く）、タブレット端末及びスマートフォンを持ち込み、使用す

ることを認めています。使用できる機能は、審議経過の記録や発言原稿とするためのワ

ードプロセッサ機能、あらかじめ保存しておいた議事に関係する資料の閲覧、議事に関

係する資料の検索を目的とするインターネットサイトの閲覧に限定しています。 

令和３年５月の代表者会議で、本会議及び委員会に加え、それ以外の会議についても、議

員に限らずパソコン、タブレット端末及びスマートフォンの使用ができるよう、申し合わせ

事項を改正しました。 
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(3) その他 

① 本会議録の調製 

平成17年度から、速記を廃止し、録音機器での記録により会議録を調製しています。 

平成25年から定例会を年１回としたことにより、製本した会議録の配付は、翌年の２

月定例月会議の時期としました。それに伴い、定例月会議の採決日を区切りとして年４

回会議録を調整し、議会ホームページに掲載しています。定例月会議終了後１ヶ月半を

目途に速報版ＰＤＦの会議録を掲載し、その後、校正を行い暫定版ＰＤＦの会議録を次

の定例月会議を目途に掲載しています。なお、暫定版及び確定した会議録のデータは、

会議録検索システムにも掲載しています。 

また、令和５年からは、委員会会議録も会議録検索システムに掲載します。 

 

② 本会議会議録のＣＤ化 

  従来は冊子で配付していた会議録を、平成１７年第２回定例会から、ＣＤ－Ｒでの配付も

できるようにしました。 
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６ その他 

 
(1) 議会の自主性・自立性の確保 
①  会期等の見直し  

平成20年から定例会の招集回数を年２回とし、年間総会期日数を増加したことにより、

議長による柔軟な議会の開催が可能になりました。さらに平成 25 年からは招集回数を

年１回（議員の任期満了による一般選挙が行われる年は年２回）とし、会期をほぼ１年

近くとしました。 
 
②  議長在任期間の見直し  

平成 20 年６月、議会改革推進会議に「議長等任期に関する検討プロジェクトチーム」

を設置して議長等の任期について検討を行い、申合わせにより平成 21 年５月以降の議長

の在任期間を２年間とすることとしました。 

令和３年12月の代表者会議において、令和４年５月の改選から議長の任期を２年以内とし、

議長に立候補する者は、在任予定期間とその理由も含め明らかにするよう申合せ事項の改正

を行いました。 
 

③  「三重県議会 議会活動計画」の策定  
議員任期４年間を見据えた活動を計画的に行っていくため、議員任期４年間の主な議

会の取り組みと、取り組み成果の確認及び継続的な改善活動の仕組みについてまとめた

「三重県議会 議会活動計画」を策定しました。（平成27年12月18日）  
 
④  「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」の策定 

平成31年４月に議会活動計画の計画期間が終了することから、「４年間を通した議会活動の

評価及び次期改選後議会への提言」を策定しました。（平成31年３月14日） 
 
⑤  「三重県議会 議会活動計画」（第２期）の策定 

「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」を踏まえ、令和元年

６月から、議会改革推進会議で新しい４年間（令和元年５月～令和５年４月）の「議会

活動計画」を検討し、策定しました。（令和元年９月４日） 
 
⑥  「４年間を通した議会活動の評価及び次期改選後議会への提言」の策定 

令和５年４月に議会活動計画（第２期）の計画期間が終了することから、「４年間を通した議

会活動の評価及び次期改選後議会への提言」を策定しました。（令和５年３月16日） 
 

⑦ 「大規模な災害その他の緊急事態への対応に関する三重県議会指針」の策定 

  大規模な災害その他の緊急事態の発生時において、県議会として必要となる対応等に

ついての基本的な考え方を定めた「大規模な災害その他の緊急事態への対応に関する三

重県議会指針」を策定しました。（平成31年３月４日） 
 

⑧ 「大規模地震対応マニュアル」の改訂 

  国や県当局の当面の防災対策等も踏まえ、「大規模地震対応マニュアル」を改訂しまし

た。（令和元年６月） 
 

⑨ 「大規模地震対応訓練」の実施 

  「大規模地震対応マニュアル」に基づき、災害発生時に議員や事務局職員がとるべき

行動や役割等を確認することを主な目的とし、「大規模地震対応訓練」を実施しました。

（令和２年１月15日、令和３年２月12日、令和４年３月24日） 
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 (2) 議員の身分・報酬・定数等 
 
① 議員報酬等の検討 
○議員報酬等に関する在り方調査会（平成23年） 

平成23年６月28日に、「議員活動及び議会活動を支える議員報酬及び政務調査費の 

あり方について調査を行う」ことを目的として５人以内の学識経験者等からなる調査

会が設置されました。その後、平成 24 年１月に中間報告が提出され、議員を公選職と

整理したうえで、議員報酬のあり方（適正額）が示されました。引き続き、政務調査

費に関する調査が行われ、同年６月には「三重県議会議員の活動と議員報酬等のあり

方」に関する最終報告書が提出されました。 

 ○議員報酬及び政務調査費に関する検討ワーキンググループ（平成24年） 

  「議員報酬等に関する在り方調査会」からの最終報告に対する県議会の意見をまとめ 

るため、平成24年９月に委員９人で構成する「議員報酬及び政務調査費に関する検討 

ワーキンググループ」を設置し、同年10月に議員報酬について、同年12月に政務調査 

費について検討結果が報告されました。 
 

② 議員定数、選挙区等の検討  
○選挙区調査特別委員会の設置（平成 17 年） 

市町村合併に伴う県議会議員選挙区の見直し等について調査検討を行うため、平成

17年２月に委員12人で構成する特別委員会を設置しました。  

＜検討結果＞24 選挙区から 17 選挙区に変更を行いました。 

○議員定数等検討会議の設置（平成 21 年） 

次の一般選挙における県議会議員選挙の議員定数及び選挙区の在り方について協

議調整を行うため、平成21年６月に委員10人で構成する検討会議を設置しました。 

＜検討結果＞諸課題はあるものの、現行制度下においては現行どおりとしました。 

○選挙区調査特別委員会の設置（平成 25 年） 

県議会議員の選挙区及び定数について調査するため、平成 25 年１月に委員 13 人で

構成する特別委員会を設置しました。 

＜検討結果＞鳥羽市と志摩市の選挙区を合区して定数を１人減するとともに、５つの

選挙区について定数を各１人減することとしました（平成27年５月１日以降の一般選

挙から適用）。 

○選挙区調査特別委員会の設置（平成 28 年～29年） 

県議会議員の選挙区及び定数について調査するため、平成28年５月に委員15人で

構成する特別委員会を設置しました。 

＜検討結果＞県南部地域の市町長、議長等との意見交換や参考人招致を行うとともに、

意見募集や電子アンケートシステムの利用により、直接県民の皆さんから意見をお聴

きしました。これらを踏まえ、県南部地域の議員定数を増加させる委員長案を提示し

ましたが、委員会としての合意には至らず、平成30年２月に委員会は廃止されました。 

 

※議員提出条例の提出・可決（平成 30 年２月～３月） 

平成30年２月26日に、議員提出により、県内の選挙区間における地域間の均衡の

調整を図るため、議員定数を45人から51人に改める等所要の整備を行う「三重県議

会の議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例

の一部を改正する条例案」が提出されました。本条例案は、平成30年３月22日の本

会議において、賛成多数で可決され、「鳥羽市・志摩市選挙区（定数２人）」を「鳥羽

市選挙区（定数１人）」と「志摩市選挙区（定数２人）」に改めるとともに、５つの選

挙区について定数を各１人増やすこととしました（次の一般選挙から施行（平成 31

年４月７日執行））。 
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※議員提出条例の提出・否決（平成 30 年６月～９月） 

平成30年６月27日に、議員提出により、県内の各選挙区間における一票の格差の

是正を図るため、議員定数を51人から45人に改める等所要の整備を行う「三重県議

会の議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例

の一部を改正する条例案」が提出されましたが、本条例案は、平成30年９月14日の

本会議において、賛成少数で否決されました。 
 

○選挙区及び定数に関する在り方調査会の設置（令和元年～２年） 

 令和元年６月28日に、三重県議会基本条例第13条第１項に基づく調査機関として、

選挙区及び定数に関する在り方調査会を設置しました。その後、令和２年３月に中間

報告が提出され、選挙区及び定数に関する論点を整理した上で、引き続き、調査が行

われ、同年10月に最終報告が提出されました。 
 

※議員提出条例の提出・可決（令和２年12月～３年５月） 

   令和２年12月の代表者会議において、正副議長案を基に議員の定数及び選挙区の在

り方について検討開始することを決定し、令和３年１月に正副議長による議員各会派

からの意見聴取を実施しました。その後、同年３月22日の代表者会議において、議員

定数を３減の48とする等の正副議長案を提示し、「選挙区及び定数に関する正副議長

案」に対する意見募集を実施しました。（意見募集期間：令和３年３月26日から同年

４月８日まで） 

   令和３年４月28日に、議員提出により、選挙区及び定数に関する在り方調査会の報

告書等を踏まえ、地域間の均衡を考慮しつつ、県内の各選挙区間における一票の格差

の是正等を図るため、所要の整備を行う「三重県議会の議員の定数並びに選挙区及び

各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例案」が提出

されました。本条例案は、同年５月11日の本会議において、賛成多数で可決されまし

た（次の一般選挙から施行）。 
 
④  三重県議会議員の政治倫理に関する条例  

平成 18 年 12 月 20 日、議会制民主主義の健全な発展は、議員に対する県民の揺るぎ

ない信頼があって初めて成し遂げられるものであるとの強い認識の下、議会の秩序と名

誉を守り、県民の厳粛な信託に応え、清潔で民主的な県政の発展に寄与するため、議会

政治の根幹をなす政治倫理確立のための議員の責務と政治倫理規準等を定めることを

目的とする、「三重県議会議員の政治倫理に関する条例案」が全会一致で可決され、成

立しました。同条例は、同月 26 日に公布、施行されました。 

また、政治倫理基準として、新たに「人権侵害行為」に関する規定を追加するなどの

同条例の一部を改正する条例案が全会一致で可決され、令和４年12月 20日に公布、施

行されました。 
 
（政治倫理規準例） 
条例第３条第６号－国若しくは地方公共団体の公務員又は関係団体の役員若しくは職員

に対し、その権限又はその地位による影響力を利用して公正な職務の
執行を妨げる等不当な行為をしてはならないこと。 

なお、執行機関では、三重県議会議員の政治倫理に関する条例の制定などを受け、一

定の公職にある者等から県職員に対して行われた要望等について、その内容の記録及び

情報の共有化に関する事務処理手続き等を定めた取扱要領を平成 18 年 12 月 26 日から

施行しています。 
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④ 三重県政務調査費の交付に関する条例の改正  

平成19年３月14日、三重県議会基本条例の規定を受け、政務調査費制度の透明性の

向上を図るため、収支報告書への１件１万円以上の支出に係る証拠書類等の添付の義務

づけなど所要の改正を行うとともに、閲覧規定の整備を行うことを目的とする、「三重

県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例案」を全会一致で可決し、成立

しました。同条例は、平成19年５月１日から施行されました。 

 さらに、平成20年３月31日、収支報告書に添付する領収書等の写しについて、支出

額１件１万円以上の制約をなくし、全ての領収書等を添付することにするなど、政務調

査費制度の透明性の一層の向上を図るため「三重県政務調査費の交付に関する条例の一

部を改正する条例案」を全会一致をもって可決しました。同条例は、平成 20 年４月１

日から施行されています。 

また、同時に作成した「政務調査費の運用に係るガイドライン」についても、使途の

統一性を確保するとともに、より透明性の高いものとなるよう検討を重ね、平成 20 年

12月、平成21年３月及び同年６月に改正を行いました。 

平成 24 年度には、「議員報酬等に関する在り方調査会」からの最終報告及び地方自

治法改正への対応を検討するため、「議員報酬及び政務調査費に関する検討ワーキング

グループ」を設置しました。 

同ワーキングでは、地方自治法改正に伴う「三重県政務調査費の交付に関する条例」、

「同施行規程」の改正素案を作成し、政務活動費を充てることができる経費の範囲と内

容、議長による使途の透明性の確保を規定しました。 

また、条例改正等の内容や「議員報酬等に関する在り方調査会」の提言内容を基に、

「政務調査費ガイドライン」の改正素案を作成し、議員個々の工夫による自発的な情報

公開の促進や、事務の軽減を図るための事務局への定期的な相談の流れを規定するとと

もに、政務活動の目的や成果が十分に伝わるよう政務活動費実施報告書の記載例を具体

的に例示しました。 

これらを受け、本会議に上程された「三重県政務調査費の交付に関する条例の一部を

改正する条例案」は賛成多数で可決成立し、平成 25 年 3 月１日から施行されるととも

に、「同施行規程」、「政務活動費ガイドライン」も議長により改正されました。 

 

⑤議員報酬及び政務活動（調査）費の特例減額  

県内の厳しい経済状況を考慮し、平成21年４月から平成23年４月までの間、政務調

査費の交付額を10％減額する特例措置を実施しました。 

また、東日本大震災による県内産業への被害の状況及び県内の厳しい経済状況を考慮

し、平成23年７月から平成24年６月までの間、政務調査費の交付額（会派分及び議員

分の合計額）の20％相当額を会派分から減額する特例措置を実施しました。（議員報酬

については、東日本大震災の被災地支援のため、平成23年 7月から平成24年６月まで

の間、月額の10％相当額を議員が拠出し、寄附しました。） 

さらに、県の厳しい財政状況を考慮し、引き続き、平成24年７月から平成25年３月

までの間、政務調査費の20％相当額を減額する特例措置を継続するとともに、議員報酬

についても、条例本則の額から7.8%減額し、平成25年 4月から平成26年3月の間も引

き続き同様の内容の減額を継続しました。 
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平成 26 年４月からは、議員報酬については、税収の増加が見込まれ、国家公務員や

本県職員の給与の特例減額が終了することなどを勘案して減額措置を終了しましたが、

政務活動費については、県財政に余裕ができたとは言い難く、政務活動費は会派や議員

が自らの判断で行う政務活動に充てるものであることから、平成27年４月29日までの

間、引き続き同様の減額措置を継続しました。 

そして、議会経費の縮減のため、平成29年４月から平成30年３月までの間、政務活

動費の交付額を20％減額する特例措置を実施し、引き続き平成31年４月29日までの間、

減額措置を継続しています。 

さらに、平成 30 年７月に設置した議会経費削減に関する検討プロジェクト会議での

検討結果を踏まえ、令和元年５月から令和５年４月までの間、議員報酬を月額10％、政

務活動費の交付額を30％減額することとしました。 

加えて、新型コロナウイルス感染症対策に資するため、令和２年７月１日から令和３

年６月30日までの間、政務活動費の交付額を合計45％減額することとしました。 
 

＜参考＞ 
令和４年４月1日現在 

■議員報酬 
（条例本則）議長：102万円/月、副議長：90万円/月、議員：83万円/月 
ただし条例附則により、 

議長：91.8万円/月、副議長：81万円/月、議員：74.7万円/月 
             (令和５年４月29日まで) 
■期末手当 
報酬月額×1.45×（６月1.625＋12月 1.625） 

■費用弁償 
「三重県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例」に定めるもののほか、
一般職に属する県職員の例による。 
公務雑費（実費）、宿泊料（甲地方：15,500円、乙地方：14,200円）を支給。 

■政務活動費 
会派：（条例本則）15万円×当該会派の所属議員数/月 
    ただし条例附則により、5.1万円×当該会派の所属議員数/月 

（令和５年４月29日まで） 
議員：18万円/月 

 

⑥ 三重県議会会議規則の改正  

令和２年３月19日、家族の育児や看護等に積極的に関わり、社会としても後押しして

いくという時代の要請に鑑み、会議の欠席の事由として、「家族の育児、看護（出産補

助を含む。）又は介護」を追加しました。 

  また、令和３年３月23日には、産前産後ともに８週間の範囲内で、あらかじめ欠席の

届け出をすることができる規定を新設しました。 
 

⑦ オンライン出席に係る三重県議会委員会条例等の改正  

令和２年11月 20日、新型コロナウイルス感染症その他重大な感染症のまん延防止の

ため、又は大規模な災害その他緊急事態が発生した場合に参集が困難な委員があるとき

は、オンラインにより委員会に参加できるよう出席の特例を定めました。（その後、代

表者会議等、ほかの会議についても同様に規程を改正しました。） 

また、令和４年９月 15 日、審査又は調査のため必要があると認めるときはオンライ

ンによる参考人招致ができるよう、委員会条例及び会議規則の規定を改正しました。 








